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管理グループ

　室の一般庶務事項を掌理するとともに、室内の連絡調整に関する事務を実施した。

１　府有財産の管理

公共職業安定所の府有財産部分について、大阪労働局との賃貸借契約事務を行うと　ともに、同施設の維持管理を行った。

＜公共職業安定所（府有財産）貸付状況＞

	施設名称
	貸付物件

	
	土　地（㎡）
	建　物（㎡）
	工作物（個）

	布施公共職業安定所
	1,047.85
	──
	──

	泉大津公共職業安定所
	946.25
	──
	──


	
	平成30年度
	平成29年度
	平成28年度

	貸付収入済額（円）
	5,191,200
	9,549,100
	16,869,760


企画グループ

１　雇用推進室施策の企画立案
　　雇用推進室施策に関する企画立案及び連絡調整を行った。

２　大阪雇用対策会議への参画

大阪府と大阪労働局、近畿経済産業局、大阪市、堺市、連合大阪（日本労働組合　　　　総連合会大阪府連合会）、（公社）関西経済連合会、大阪商工会議所の８者で構成し、大阪府域における雇用創出・確保と雇用失業情勢の改善を目的に、オール大阪で雇用対策に取り組む大阪雇用対策会議に参画している。

３　大阪府雇用対策協定
大阪府及び大阪労働局で構成する大阪府雇用対策協定運営協議会を開催し、協定に基づき連携する取組について、当該年度の実績の評価と次年度の計画の策定を行った。
　　
労政・労働福祉グループ

１　総合労働事務所の管理・運営

労働行政を効率的・効果的に推進するため、総合労働事務所の管理運営を行った。

	
	平成30年度
	平成29年度
	平成28年度

	予算額（千円）
	89,063（965）
	88,937（965）
	88,429（965）

	決算額（千円）
	84,668（965）
	88,937（965）
	88,429（965）


＊総合労働事務所執行分を含む。

＊（　）は国庫支出金で、内数。

〔総合労働事務所の事業〕

・労使関係総合調査（労働組合基礎調査、労働争議統計調査、実態調査）

・一般労働事情調査（労働関係調査、賃上げ・一時金調査等）

・労働相談事業

・集団的労使紛争解決支援

・地域労働ネットワーク推進事業

・労働関係法令、職場でのハラスメント防止の周知や、ワーク・ライフ・バランスにかかる啓発などのリーフレット・冊子の作成、配布

２　勤労者生活安定化事業

中小零細企業で働く労働者や非正規労働者等の待遇改善等を行うことにより労働環境向上を図るため、総合労働事務所において、事業主に中小企業の事業主を対象に労働法令の基礎知識・働き方改革に関する情報提供を行う中小企業労働環境向上塾や、若者を対象とした若者等へのワークルール等啓発事業を実施した。

	
	平成30年度
	平成29年度
	平成28年度

	予算額（千円）
	1,221
	1,828
	2,078

	決算額（千円）
	1,015
	1,391
	2,078


３　ホームワークサポート事業

　　在宅での就業（内職及び在宅ワーク）を希望する就職困難者等への就業支援策として、労働条件の確保・向上を図るため、ワーカーのニーズに応じた在宅就業の情報の収集・提供、ポータルサイトの設置運営及び相談等を行う本事業について、平成30年7月1日から平成31年3月31日の事業期間で一般競争入札を実施し、受注者（社会福祉法人大阪府家内労働センター）を決定した。

　　受注者の決定に要する期間を考慮し、4月から6月までの間、前年度事業を委託していた社会福祉法人大阪府家内労働センターに随意契約により事業委託を行った。

	
	平成30年

4月～6月
	平成30年７月～31年3月
	平成29年

4月～6月
	平成29年７月～30年3月
	平成28年

4月～6月
	平成28年７月～29年3月

	予算額（千円）
	2,263
	2,207
	2,157

	決算額（千円）
	555
	1,686
	518
	1,666
	   580
	  1,556

	
	2,241
	2,184
	2,136

	電話相談数（件）
	978
	2,144
	　1,057
	2,559
	　1,103
	  2,730

	ポータルサイトのアクセス数（件）
	126,963
	410,465
	74,502
	233,738
	18,739
	144,571

	
	537,428
	308,240
	163,310


４　府立労働センターの運営

労働組合の健全な発展並びに労働者の教養の向上及び福祉の増進に資する集会、催物　　などの場を提供するために、設置している労働センターの適切な運営に努めた。

（平成11年度から利用料金制度を導入、平成18年度から指定管理者制度を導入）
(1) 指定管理者　共同事業体エル・プラン

（構成団体：一般財団法人大阪労働協会、大林ファシリティーズ株式会社）
(2) 利用状況

	
	平成30年度
	平成29年度
	平成28年度

	
	利用件数
	利用人数
	利用件数
	利用人数
	利用件数
	利用人数

	会議室
	12,309件
	637,464人
	12,383件
	633,899人
	12,758件
	638,179人

	ホール     
	249
	199,449
	241
	195,345
	218
	176,744

	集会室
	298
	19,920
	290
	20,920
	282
	20,600

	駐車場
	27,487台
	－
	28,389台
	－
	29,810台
	－

	小計
	40,343
	856,833
	41,303
	850,164
	43,068
	835,523

	講師準備室
	314
	1,256
	307
	1,228
	316
	1,264

	多目的ﾎｰﾙ
	307
	24,800
	283
	22,640
	329
	26,160

	展示室
	292
	－
	302
	－
	307
	－

	小計
	713
	26,056
	892
	23,868
	952
	27,424

	合計
	41,056
	882,889
	42,195
	874,032
	44,020
	862,947


根拠法令　　大阪府立労働センター条例（昭和53年大阪府条例第29号）

　
(3) 省エネルギー事業

ESCO事業を行い、施設の省エネルギー化を進め、光熱水費の削減に努めた。

	
	平成30年度 
	平成29年度
	平成28年度

	予算額(千円)
	7,557（8,310）
	7,557（8,310）
	7,557 (8,310)

	決算額(千円)
	7,557（8,310）
	7,557（8,310）
	7,557 (8,310)


　　＊実削減額が保障額を超えているためESCOサービス料は一定額（7,557千円）とする。

事業年度：平成17～31年度
＊表中（　）はその他財源で、歳入を表す。
５　労働福祉施設の整備等

労働福祉施設の維持管理に努めるほか、改修・補修を行った。

	
	施  設  名
	施 工 内 容
	金額(千円)

	平成30年度
	大阪府立労働センター他
	自動火災報知設備改修工事他7件
	10,391

	平成29年度
	大阪府立労働センター他
	外壁漏水その他補修工事他8件
	6,168

	平成28年度
	大阪府立労働センター他
	受電設備改修工事他7件
	24,883


　　＊平成28年度の受電設備改修工事（19,636千円）、平成30年度の自動火災報知設備改修工事（5,343千円）は公共建築室において執行。（上記金額の内数）
６　公正採用選考人権啓発推進員制度に基づく就職差別解消施策の推進

	
	平成30年度
	平成29年度
	平成28年度

	予算額（千円）
	4,016
	3,816
	3,616

	決算額（千円）
	3,816
	3,668
	3,039


　　＊(6)を含まない。

就職差別をなくすために国（大阪労働局）と大阪府との共管事務である「公正採用選考人権啓発推進員制度」を機軸に、大阪労働局の監督指導と連携して、「具体的な就職差別につながる問題事象への対応」と「防止にむけた啓発等」を総合的に行うため、次の事業を行った。

(1) 「公正採用選考人権啓発推進員」の設置勧奨及び研修の実施

(2) 大学等における問題事象の具体的把握と改善

(3) 公正採用・雇用促進会議の運営

(4) 「大阪企業人権協議会」の事業協力

(5) 就職差別撤廃月間の設定（6月）及び月間中の各種啓発事業の実施

　　　根拠法令　　雇用対策法、労働施策の総合的な推進並びに労働者の雇用の安定及び職業生活の充実等に関する法律、職業安定法

(6) 公正採用選考ステップアップ研修

　　　　公正採用選考人権啓発推進員や人事労務の担当者等が、職場内で人権啓発研修を実施する際に必要な知識と実践力を習得するための研修を実施した。

実施回数2回　受講者数延べ139人
	
	平成30年度
	平成29年度
	平成28年度

	予算額（千円）
	1,225
	1,333
	1,315

	決算額（千円）
	766
	1,015
	  590


　　　＊経済産業省の人権啓発支援推進委託費

７　地域自殺対策強化事業

国の地域自殺対策強化交付金を活用して、職場におけるメンタルヘルス対策を支援し、労働者の自殺防止と安全衛生対策及び事務所の安定化を図るため、総合労働事務所において、メンタルヘルス専門相談と、府内事業所事務所におけるメンタルヘルス推進担当者を養成するための研修会を実施した。

・メンタルヘルス専門相談　　相談者数　36人
・職場のメンタルヘルス推進担当者養成研修会

　　実施回数2回　受講者数延べ316人

	
	平成30年度
	平成29年度
	平成28年度

	予算額（千円）
	2,738（1,369）
	2,657（1,329）
	3,058（1,530）

	決算額（千円）
	2,581（1,289）
	2,426（1,213）
	2,481（1,242）


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（　）内は一般財源で内数
８　女性キャリア継続応援事業
女性が安心して働き続けていくための労働関係法をわかりやすく解説した女性のための働くルールＢＯＯＫの改訂・配布及び、職場における育児・介護休業等への理解促進を進めるための女性の離職防止セミナーを実施した。
　　・女性のための働くルールＢＯＯＫ改訂増刷・配布9万部

・女性の離職防止セミナーを開催
セミナー参加者数：79人　情報提供数：711件
	
	平成30年度
	平成29年度
	平成28年度

	予算額（千円）
	826
	850
	1,231

	決算額（千円）
	788
	787
	855


労働対策グループ
１　公益財団法人西成労働福祉センターに対する指導とその運営助成

あいりん地域労働者に対する無料職業紹介、労働災害など職業に関する相談などを公益財団法人西成労働福祉センターを通じて実施し、センター業務の運営について指導を行うとともに、助成を行った。
	
	平成30年度
	平成29年度
	平成28年度

	予算額（千円）
	403,670
	357,896
	336,186

	決算額（千円）
	403,668
	352,803
	330,741


　　　※　補助金交付先　　公益財団法人西成労働福祉センター 

２　求人確保

あいりん地域の労働者（特に就労環境の厳しい高齢労働者）の就労確保を図るため、ホームページなどにより関係業界の事業主に対し協力依頼を行うとともに、公益財団法人西成労働福祉センターに対し、求人の確保について指導を行った。

３　就労経路の正常化

あいりん地域の労働者に対する求人活動の適正化・雇用関係の改善について、関係機関と連携し、業界などに啓発・指導を行った。

　　根拠法令　　職業安定法

　　　　　　　　建設労働者の雇用の改善等に関する法律

４　あいりん地域の労働者の労働福祉対策

あいりん地域の労働者の福祉の増進と勤労意欲の高揚を図るため、労働者の就労支援施設の管理運営事業に対して補助した。

	
	平成30年度
	平成29年度
	平成28年度

	予算額（千円）
	151,988
	152,687
	158,347

	決算額（千円）
	150,138
	144,682
	152,265


　　　※　補助金交付先　　公益財団法人西成労働福祉センター

５　大阪市のあいりん地域対策に対する助成

あいりん地域の居住者及び生活困窮者に対し、大阪市が社会福祉法人大阪社会医療　センターを通じて実施した無料低額診療に対して、労働福祉対策の一環として、助成した。

	
	平成30年度
	平成29年度
	平成28年度

	予算額（千円）
	12,000
	12,000
	12,000

	決算額（千円）
	12,000
	12,000
	12,000


　　　※　補助金交付先　　大阪市 

６　あいりん地域の高齢労働者に対する特別就労事業の実施

(1) あいりん地域の高齢労働者の雇用確保及びあいりん労働福祉センターの環境美化を図ることを目的に、公益財団法人西成労働福祉センターが実施するあいりん労働福祉センターの特別清掃事業に対して補助した。

　　　・従事者数　　7,206人日

	
	平成30年度
	平成29年度
	平成28年度

	予算額（千円）
	69,503
	69,503
	69,637

	決算額（千円）
	69,503
	69,503
	69,450


　　　※　補助金交付先　　公益財団法人西成労働福祉センター 

(2) あいりん地域の高齢労働者の雇用確保及び就労自立促進を目的に、府管理施設などの清掃・除草や、あいりん労働福祉センターを含む周辺の利用環境を整備した。

　　　・従事者数　　24,759人日

	
	平成30年度
	平成29年度
	平成28年度

	予算額（千円）
	236,211
	246,858
	246,858

	決算額（千円）
	236,205
	246,789
	245,814


※　委託先　特定非営利活動法人 釜ヶ崎支援機構

７　あいりん地域の不安定労働者に対する就労支援事業の実施
　　　あいりん地域の55歳未満の不安定労働者の安定就労を図り、常用雇用への促進・定着を目的に、中間的就労協力事業所に対し就労確保助成金を支給することで、就業による自立を促進する業務を委託した。
　　（平成30年度より開始したモデル事業）
　　　・中間的就労者数　7人　
・協力事業所数　　9社

	
	平成30年度

	予算額（千円）
	10,647

	決算額（千円）
	6,453


※　委託先　大阪ホームレス就業支援センター運営協議会

８　ホームレス就労自立支援事業の実施　
(1) 大阪ホームレス就業支援センター運営事業

ホームレスの方等の就業機会の確保のため、広く民間などから軽作業をはじめと　する仕事を開拓し提供するなど、様々な就業支援を行う｢大阪ホームレス就業支援センター｣を運営する大阪ホームレス就業支援センター運営協議会に対し補助した。
	
	平成30年度
	平成29年度
	平成28年度

	予算額（千円）
	4,500
	4,500
	4,500

	決算額（千円）
	4,434
	4,361
	4,374


(2) ホームレス対策推進事業の実施

ホームレス自立支援センター入所者の就業機会の増加及び就業意欲の向上を図る　観点から、都市整備部が指定する公園、道路及び河川敷の除草・清掃作業等を実施し、常用就職などへ円滑に誘導した。

①　公園（公園費）

　　　・実施箇所　大泉緑地

　　　・従事者数　63人日
	
	平成30年度
	平成29年度
	平成28年度

	予算額（千円）
	872
	877
	878

	決算額（千円）
	853
	845
	832


　　　　※　委託先　特定非営利活動法人 釜ヶ崎支援機構
②　道路（道路橋りょう費）

　　　・実施箇所　大阪臨海線（貝塚市澤）
茨木寝屋川線（高槻市柱本）
　　　　　　　　　森屋狭山線（大阪狭山市半田）
　　　　　　　　　中央環状線（松原市立部）

　　　・従事者数　63人日

	
	平成30年度
	平成29年度
	平成28年度

	予算額（千円）
	1,000
	1,000
	1,000

	決算額（千円）
	920
	　898
	　930


　　　　※　委託先　特定非営利活動法人 釜ヶ崎支援機構

3 　河川敷 （河川砂防費）

・実施箇所　平野川旧河川敷（大阪市平野区加美西）

　　　　　　寝屋川堤防横空地（東大阪市鴻池徳庵町）
            第二寝屋川管理道路（東大阪市川俣）
　　　　　　第二寝屋川護岸（大阪市城東区永田・諏訪）

　　　・従事者数　31人日

	
	平成30年度
	平成29年度
	平成28年度

	予算額（千円）
	500
	500
	500

	決算額（千円）
	484
	470
	426


※　委託先　特定非営利活動法人 釜ヶ崎支援機構
９　西成労働福祉センターの耐震化対策の推進
西成労働福祉センターの耐震化を検討するため、西成区が主催する「あいりん地域まちづくり会議」への参画と併せ、専門部会である「労働施設検討会議」の事務局として、地域住民や関係団体等との協議を進めた。

平成30年度は「労働施設検討会議」を11回開催し、仮移転施設の整備や本移転施設の機能、配置等について議論、検討をした。

また、仮移転施設の建設は、南海電気鉄道高架下で工事を行うことから、鉄道運行の安全等の確保と、工事の着実な実施を図るため、平成28年12月14日に南海電気鉄道株式会社と締結した「西成労働福祉センター仮移転施設整備に関する基本協定」に基づき、西成労働福祉センター仮移転施設建設業務を委託した。
併せて、令和２年度末に予定されるあいりん総合センターの解体撤去のため、事業主体である大阪市都市整備局の計画に基づき、解体撤去設計を実施した。

 (1) あいりん地域まちづくり会議（事務局：西成区役所）
　下記の会議に参加した。
　　第 8 回　 平成30年7月5日
　　　　第 9 回　 平成30年10月11日
　　　　第10回　 平成31年3月26日
 (2) 労働施設検討会議（事務局：大阪労働局、大阪府）
　　第29回 平成30年4月～第39回 平成31年3月

平成30年8月除く毎月開催　　計11回開催

(3) 西成労働福祉センター仮移転施設の建設
	
	平成30年度
	平成29年度
	平成28年度

	予算額（千円）
	653,807
	63,036
	－

	決算額（千円）
	643,807
	63,035
	－


「西成労働福祉センター仮移転施設建設業務」

　南海電気鉄道株式会社と締結した「西成労働福祉センター仮移転施設整備に関

する基本協定」に基づき、西成労働福祉センター仮移転施設建設業務を委託した。

　※委託先　南海電気鉄道株式会社　取締役社長　遠北　光彦

(4) 労働施設の耐震化のための調査業務
	
	平成30年度
	平成29年度
	平成28年度

	予算額（千円）
	962
	2,456
	3,504

	決算額（千円）
	918
	2,456
	3,186


「西成労働福祉センター基本構想策定検討業務」
　西成労働福祉センターの基本構想策定に係る地域の合意形成に向け、機能検討の
とりまとめ及び規模、配置の検討、労働施設検討会議の事務運営等の業務を委託し
た。

　※委託先　寺川　政司（近畿大学建築学部准教授）
(5) あいりん総合センターの解体撤去
	
	平成30年度
	平成29年度
	平成28年度

	予算額（千円）
	1,360
	－
	－

	決算額（千円）
	1,272
	－
	－


「愛隣総合センターの解体撤去工事設計業務」
　令和２年度末に予定されるあいりん総合センターの解体撤去のため、事業主体

である大阪市都市整備局の計画に基づき、同局が実施する解体撤去に係る設計業務
に対して、負担金を支出。
　※負担先　大阪市都市整備局

　

(6) 労働施設仮移転に伴う移転補償業務
	
	平成30年度
	平成29年度
	平成28年度

	予算額（千円）
	17,675
	－
	 －

	決算額（千円）
	17,675
	－
	 ―


　　　西成労働福祉センターの移転に伴い、センター内において営業を行っていた5店舗（同センター3階飲食店舗4店、1階新聞店舗１店）に対し、立退きによる物権移転補償契約を締結し補償を行った。
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